
福島原発事故被災地域の「医療・介護保険料及び医療費の減免措置」継続と 

国の責任による原発事故被害者への「健康手帳」交付を求める署名にご協力を 

 

「福島原発事故被害から健康と暮しを守る会」会長の紺野則夫です。 

私は、大震災・原発重大事故当時、浪江町役場の健康保険課長（現在は町議会議員）に

在り、故馬場町長と一緒に東奔西走して国に「健康手帳」を求めてきました。故馬場町長

は、本来国が果たすべき原発事故被害者の健康管理、健康保障への責任として、「差別より

もいのちが大事」と言って「健康手帳」の法制化を求めました。その遺志を引き継ぎ、実

現に向けて粉骨砕身がんばる決意です。 

故馬場有元浪江町長は、「助けられたいのちを助けられなかった」無念さと悔しさに目に

涙を滲ませ、震える怒りを東京電力や国にぶつけました。同時に被災し避難を余儀なくさ

れた町民に寄り添い「どこに住んでいても浪江町民」として最後まで力を尽くしました。 

とくに被ばくを強いられた町民の生涯にわたる健康管理を目的に、町独自の施策として

「放射線健康管理手帳」（健康手帳）を全町民に配布しました。そして「検診体制の確立を

含め医療費無料化の制度を構築することが国の責務」と、手帳を基に制度の法制化を求め

たのです。 

しかし、２０２２年４月、標記の署名文に記載のとおり、政府は東日本大震災・原発事

故後、避難指示区域に継続していた「医療・介護保険料及び医療費の減免措置」を、避難

解除１０年を目途に段階的に廃止する方針を決めました。被害者への相談も合意もない一

方的な決定であり断じて容認できるものではありません。放射能汚染と被ばく、健康への

懸念、奪われた生業と生活、廃炉に向けた事故原発の危険性と不安、等‥、長期に続く、

広く深い、理不尽な被害の全ては、東京電力福島第一原発重大事故によるものであり、そ

の責任は東京電力と国にあります。 

私たちは２０２２年１０月１日、福島原発事故被害から健康と暮しを守る会を結成し、

「医療費等、減免措置の継続」と併せて、事故によって被ばくを強いられた全ての被害者

を対象とした国の責任に依る「健康手帳」の交付を求めることを決意しました。完全賠償

の追及も行います。 

「公平性を欠く」、「手厚く支援してきた」などの政府の減免措置見直し理由は言語道断

です。健康手帳は福島県民全体、そして周辺県も含む地域で、事故による被ばくを強いら

れた全ての人々の権利です。政府方針決定の撤回と国による「健康手帳」交付の実現に向

けて重ねて決意を表明致します。 

私たちは、被ばくによる健康への懸念、及び被害と真正面から向き合い、国の責任で、

全ての福島原発被害者の健康と医療を生涯にわたって保障するよう、改めて求め、標記の

署名をスタートします。福島県、そして全国の皆さんに、ぜひご協力をお願い致します。 

 

２０２２年１２月        

福島原発事故被害から健康と暮しを守る会 

           会長 紺野 則夫 


